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１．事業の位置付け

産業振興部　産業振興課

○ハード ●ソフト

【委託： 3セク・財団 企業 ＮＰＯ その他　】 【協働： 】

２．事業の検証

目標

実績

98 96

目標

平成27年度

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

100

実績 98

実績

2700 2500

目標

平成27年度

目標

平成26年度 平成27年度
活動指標①

指標名 「金融のしおり」発行部数

3000

実績 2783

平成26年度
Ａ：成果があがった

の検証結果

進捗状況

②：若干遅れている

遅れている理由
「金融のしおり」以外の媒体で制度周知を行ったことなどから発行部数が抑制されま
した。

平成26年度の主な取組と成果
経済情勢や事業者のニーズ等を反映した資金融資を継続実施するとともに、制度利用要件の見直しを行い、事業者にとって
利用しやすい内容に変更しました。また、利子補給・信用保証料補助の支援を引き続き実施し、経営の安定に寄与しました。

成果指標②

指標名 単位

説明・算定式

平成24年度 平成25年度 平成26年度

成果指標①

指標名 融資の達成率 単位 ％

説明・算定式 融資件数÷申込み数×100

100 100 100

活動指標②

指標名 単位

説明・算定式

平成24年度 平成25年度 平成26年度

単位 部

説明・算定式

3000 3000 3000

平成24年度 平成25年度

委託、協働

目的・目標 事業の概要
平塚市中小企業融資制度を利用した中小企業者が、支払った
信用保証料及び利子に対する補助を受けて健全な発展をして
います。

中小企業の経営の安定と振興を図るため、施設・設備の導入
等の支援をします。

根拠法令等 平塚市中小企業等融資制度要綱 他３要綱

対象・受益者 融資を受けようとする中小企業、金融機関 事業期間

'04基本目標４　　活力とにぎわいに満ちたまち

'01①〈持続可能〉　産業の発展を持続させる

'022 産業の経営基盤を強化する

事業評価シート　（平成26年度分） 1

事務事業名 中小企業金融支援事業

事業担当

事業種類

総合計画の
位置付け
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■市民ニーズ

□事業目的の達成状況 高

■市の関与の必要性 低

□その他

□上位施策への貢献

■市民満足度を高める方策 高

□継続による成果向上の可能性 低

□その他

■事業の目的、対象、内容

□受益者負担、補助額 高

□業務の執行体制（人員配置、業務分担） 中

□その他 低

■業務プロセス改善による効率化の方策

□ コスト削減の可能性 高

□事業手法（民活の余地、事業形態の検討） 中

□その他 低

３．年度別事業内容・決算額 （単位：千円）

４．今後の事業展開（担当課としての提案）
平成28年度の取組方針
中小企業の経営安定と振興を図るため、経済情勢や事業者のニーズ等を反映した中小企業金融支援事業を行います。

99.47 99.87

30,296 30,248 30,422

事業費　(A) 1,015,021 1,530,296 1,530,248 1,530,422

一般財源 35,021

0 0

その他　特財 980,000 1,500,000 1,500,000

0

国庫支出金 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0

決算額 決算額 予算額

事業内容

資金融資や利子補給・
信用保証料の補助

資金融資や利子補給・
信用保証料の補助

資金融資や利子補給・
信用保証料の補助

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

課長コメント
中小企業者に対する融資制度を設け、信用保証料補助や利子補給を行うことは、中小企業者の事業活動のための資金融資
の円滑化、及び健全な育成・振興には必要不可欠なものと考えられるため、今後も継続すべき事業であると考えています。

執行率　(%) 99.63

財
源
内
訳

今後に向けた課題の分析
経済情勢や事業者のニーズ等を反映した、より利用しやすい融資制度について継続して検討し、中小企業の経営安定や振興
を促進するため、制度の充実を図っていく必要があります。

決算額
資金融資や利子補給・
信用保証料の補助

1,500,000

起債 0

妥当性

利子補給・信用保証料補助は、中小企業の経営支援策とし
て効果的であり、その内容についても随時見直しを行って
おり、妥当性は高いと考えます。 ○

●

○

効率性

利子補給金の算出及び信用保証料補助事務についてシス
テム化して効率性を高めています。

○

●

○

市内事業者の多数を占める中小企業者の経営安定に向け
て、市の融資制度において利子補給や信用保証料補助を
行うことは必要性が高いと言えます。 ●

○

有効性

融資制度利用者が支払った利子や信用保証料の一部を補
助することにより経営安定を図り、中小企業の満足度を高
めるためには有効です。 ●

○
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項目 分析の視点 左記の視点に関する分析・課題の抽出 総合評価

必要性


